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●仏暦二五五〇年・危険物である使用済み電気機具及び電子機器の輸入許可要件についての工場

局告示 

 

 前文省略 

 

 第一項 範囲 

 一・一、使用済み電気機具及び電子機器とは、使用を経た電気機具及び電子機器で、まだ使用

可能かつ製造時の形態を残しているもの、もしくは修繕、改造または改変を通じ本来の目的に基

づき使用できるものを意味する。ここに以下のリストを本告示の要件下に管理を受ける第三種危

険物とする。特定の件について規定のある法律がある場合、その法律の規定を適用する。 

 一・一・一、冷蔵庫 輸入関税タリフ番号（以下略）８４・１８ 

 一・一・二、テレビ受像機 ８５・２８ 

 一・一・三、ラジオ受信機 ８５・２７ 

 一・一・四、ビデオ再生機 ８５・２１ 

 一・一・五、ＤＶＤ再生機 ８５・２１ 

 一・一・六、ＶＣＤ再生機 ８５・２１ 

 一・一・七、録音テープ再生機 ８５・１９ 

 一・一・八、空調機 ８４・１５ 

 一・一・九、洗濯機 ８４・５０ 

 一・一・一〇、衣料蒸し機 ８４５１・２１・００、８４５１・２９・００ 

 一・一・一一、ドライクリーニング機 ８４５１・１０・００ 

 一・一・一二、電気炊飯器 ８５１６・６０・１０ 

 一・一・一三、電気湯沸し機 ８５１６・７９・１０ 

 一・一・一四、電子レンジ ８５１６・５０・００ 

 一・一・一五、電気オーブン ８５１６・６０・９０ 

 一・一・一六、電話機 ８５１７・１１・００，８５１７・１８・００ 

 一・一・一七、ファクシミリ機 ８４４３・３１，８４４３・３２、８４４３・３９ 

 一・一・一八、テレグラフ受発信機 ８５１７・６２ 

 一・一・一九、計算機 ８４・７０ 

 一・一・二〇、電子タイプライター ８４・６９ 

 一・一・二一、複写機 ８４・４３ 

 一・一・二二、携帯電話機 ８５１７・１２・００ 

 一・一・二三、コンピュータ ８４・７１ 

 一・一・二四、モニター ８５・２８ 

 一・一・二五、プリンター ８４・４３ 

 一・一・二六、スキャナー ８４・７１ 



 一・一・二七、扇風機 ８４１４・５１ 

 一・一・二八、冷水機 ８４１８・６９ 

 一・一・二九、ドライヤー ８５１６・３１・００ 

 一・一・三〇、アイロン ８５１６・４０ 

 一・一・三一、盗難防止信号機 ８５３１・１０ 

 一・一・三二、冷機用コンプレッサー ８４１４・３０ 

 一・二、使用済み電気・電子機器の部材または構成部位とは、使用を経た電気機具及び電子機

器の部材または構成部位でまだ使用可能かつ製造時の形態を残しているもの、もしくは修繕、改

造または改変を通じ本来の目的に基づき使用できるものを意味する。ここに以下のリストを本告

示の要件下に管理を受ける第三種危険物とする。特定の件について規定のある法律がある場合、

その法律の規定を適用する。 

 一・二・一、冷蔵庫の部材または構成部位 輸入関税タリフ番号（以下略）８４１８・９１，

８４１８・９９ 

 一・二・二、テレビ受像機の部材または構成部位 ８５・２９ 

 一・二・三、ラジオ受信機の部材または構成部位 ８５・２９ 

 一・二・四、ビデオ再生機の部材または構成部位 ８５・２２ 

 一・二・五、ＤＶＤ再生機の部材または構成部位 ８５・２２ 

 一・二・六、ＶＣＤ再生機の部材または構成部位 ８５・２２ 

 一・二・七、録音テープ再生機の部材または構成部位 ８５・２２ 

 一・二・八、空調機の部材または構成部位 ８４１５・９０ 

 一・二・九、洗濯機の部材または構成部位 ８４５０・９０ 

 一・二・一〇、衣料蒸し機の部材または構成部位 ８４５１・９０ 

 一・二・一一、ドライクリーニング機の部材または構成部位 ８４５１・９０ 

 一・二・一二、電気炊飯器の部材または構成部位 ８５１６・９０ 

 一・二・一三、電気湯沸し機の部材または構成部位 ８５１６・９０ 

 一・二・一四、電子レンジの部材または構成部位 ８５１６・９０ 

 一・二・一五、電気オーブンの部材または構成部位 ８５１６・９０ 

 一・二・一六、電話機の部材または構成部位 ８５１７・７０ 

 一・二・一七、ファクシミリ機の部材または構成部位 ８４４３・９９ 

 一・二・一八、テレグラフ受発信機の部材または構成部位 ８５１７・７０ 

 一・二・一九、計算機の部材または構成部位 ８４・７３ 

 一・二・二〇、電子タイプライターの部材または構成部位 ８４・７３ 

 一・二・二一、複写機の部材または構成部位 ８４４３・９９ 

 一・二・二二、携帯電話機の部材または構成部位 ８５１７・７０ 

 一・二・二三、コンピュータの部材または構成部位 ８４・７３ 

 一・二・二四、モニターの部材または構成部位 ８５・２９ 



 一・二・二五、プリンターの部材または構成部位 ８４４３・９９ 

 一・二・二六、スキャナーの部材または構成部位 ８４・７３ 

 一・二・二七、扇風機の部材または構成部位 ８４１４・９０ 

 一・二・二八、冷水機の部材または構成部位 ８４１８・９１、８４１８・９９ 

 一・二・二九、ドライヤーの部材または構成部位 ８５１６・９０ 

 一・二・三〇、アイロンの部材または構成部位 ８５１６・９０ 

 一・二・三一、盗難防止信号機の部材または構成部位 ８５３１・９０ 

 

 第二項 

 本告示に基づく第一・一項及び第一・二項における輸入とは、以下の四形態にある輸入を意味

する。 

 二・一、再利用のための輸入。すなわち以下の要件を有する再利用可能な使用済み電気機具及

び電子機器、もしくは電気・電子機器の部品または部材の輸入。 

 二・一・一、自己の事業で特定の件で使用する必要のある特別な性質を有する使用済み電気機

具及び電気機器でなければならない。ここに必要な事由及び確実な使用計画を示さなければなら

ない。 

 二・一・二、製造時の形態を残した使用済み電気・電子機器の部材または構成部位でなければ

ならず、かつ損壊した元の部分に変わる交換部品として使用するために輸入しなければならない。

ここに確実な使用計画と共に代用変更の証拠及び必要な事由を示さなければならない。 

 二・一・三、工業製品規格が告示された商品である場合には、工業製品規格（モーオーコー／

ＴＩＳ）と同等以上の規格を有する製品でなければならない。 

 ここに、輸入者は以下の資格を有していなければならない。 

 １、使用済み電気機具及び電子機器の輸入の場合は、事業を有し、自己の事業の特定の件で使

用する必要がある法人もしくはグループの事業集団でなければならない。 

 ２、使用済み電気・電子機器の部材または構成部位の輸入の場合は、電気機具及び電子機器の

製造事業者、もしくは製造または販売代理人、使用済み電気機具及び電子機器の修繕事業者、あ

るいは使用済み電気・電子機器の部材または構成部位を王国外に持ち出し修繕する者でなければ

ならない。 

 二・二、修繕のための輸入。すなわち以下の場合に基づく損壊した使用済み電気機具及び電子

機器、もしくは使用済み電気・電子機器の部材または構成部位を本来の目的にそって使用できる

ような状態に戻す修繕、改善、改良のための輸入。ならびに外国で修繕した使用済み電気機具及

び電子機器、もしくは使用済み電気・電子機器の部材または構成部位の再輸入。 

 二・二・一、使用済み電気機具及び電子機器、もしくは使用済み電気・電子機器の部材または

構成部位を王国外で修繕し、再輸入する場合は、関税局の再輸入保証書の謄本もしくは輸出イン

ボイスの謄本を許可申請のために示す。 

 二・二・二、使用済み電気機具及び電子機器、もしくは使用済み電気・電子機器の部材または



構成部位を一時的に輸入し、国内で修繕する場合は、使用不能な損壊部材または構成部位の返還

における送り元の国からの承諾書とともに、修繕を終えるまでの期間を通知し、再輸出保証書を

示す。ここに輸入者は輸出日から三〇日以内に損壊した部材または構成部位の輸出の証拠を提出

する。タイ国内で製造した使用済み電気機具及び電子機器である場合は、損壊した部材を輸出し

なくてもよいが、その損壊部材の処理計画を示さなければならない。 

 ここに、輸入者は以下の資格を有していなければならない。 

 １、使用済み電気機具及び電子機器、もしくは使用済み電気・電子機器の部材または構成部位

を輸出して王国外で修繕し、再輸入する場合、輸入者は輸出者と同一の個人または法人でなけれ

ばならない。 

 ２、使用済み電気・電子機器の部材または構成部位を一次的に輸入し、修繕する場合、輸入者

は使用済み電気機具及び電子機器、もしくは使用済み電気・電子機器の部材または構成部位の製

造事業者、もしくは使用済み電気機具及び電子機器、もしくは使用済み電気・電子機器の部材ま

たは構成部位の修繕事業者でなければならない。 

 二・三、本来の目的に基づき使用できるよう改良または改善するための輸入。すなわち使用済

み電気機具及び電子機器、もしくは使用済み電気・電子機器の部材または構成部位を改造、改変、

変更または改良して本来の目的にそって使用できる状態にするための輸入。この場合、以下の要

件を満たしていなければならない。 

 二・三・一、経済的に採算性がなければならない。 

 二・三・二、製造日から三年以内の使用期間でなければならない［第一・一・二一項に基づく

複写機、第一・二・二一項に基づく複写機の構成部位、及び第一・二・二五項に基づくプリンタ

ーの部材または構成部位のトナーカートリッジ及びフューザーモジュールはその限りではない］。

このとき商標、タイプ、機械番号または部品番号及び製造年を示さなければならない。 

 二・三・三、第一・一・二一項に基づく複写機、及び第一・二・二一項に基づく複写機の部材

または構成部位については［トナーカートリッジ及びフューザーモジュールを除き］、製造日か

ら五年以内の使用期間でなければならない。このとき商標、タイプ、機械番号または部品番号及

び製造年を示さなければならない。 

 二・三・四、工業製品規格が告示された商品である場合には、タイ工業製品規格（モーオーコ

ー／ＴＩＳ）と同等以上の規格を有する製品でなければならない。 

 ここに、輸入者は以下の資格を有し、以下の手続きをとらなければならない。 

 １、輸入を申請する使用済み電気機具及び電子機器、もしくは使用済み電気・電子機器の部材

または構成部位を改造、改善する能力を有し、事業が一致、相応する、仏暦二五三五年工場法令

の内容に基づき制定された省令（仏暦二五三五年）末尾リストに基づく第６９～７３番または第

１０６番の工場種の許可を得た工場事業者でなければならない。 

 ２、第一項に基づき自己の事業所でのみ改造、改善するための輸入でなければならない。 

 ３、損壊した部材または構成部位、及び改造または改善により生じた廃物の処理計画を有して

いなければならない。その処理計画には環境への影響を生じさせない、もしくは国の廃物処理負



担を増やさない処理方法の詳細を示さなければならない。損壊した部材または構成部位、及び改

造または改善により生じた廃物の国内での処理方法を示すことができない場合、損壊した部材ま

たは構成部位及び当該廃物の駆除または消除の引受けにおける送り元の国もしくは駆除引受け

業者の承諾書とともに、返還保証書を示さなければならない。 

 二・四、選別または改質のための輸入。すなわち開封、解体、分解、部材の分離、もしくは消

除、破壊、または他の利用が可能な物質の抽出、分離行為のための使用済み電気機具及び電子機

器、もしくは使用済み電気・電子機器の部材または構成部位の輸入。このとき輸入者がバーゼル

条約に従わなければならない化学物質の廃物または危険な廃物の輸入であるとみなす。 

 

 第三項 

 本告示は以下の場合の輸入については適用しない。 

 三・一、関税タリフ番号の第四分類・第三種に基づく一時的輸入かつ輸入日から六ヶ月以内に

再輸出する場合。ただし第三種（ｇ）に基づく修繕のための輸入は第二・二項に定めた原則及び

要件に従い許可を得なければならない。 

 三・二、関税タリフ番号の第四分類・第五種に基づく自己使用または職業での使用で、地位に

相当の数量における、もしくは関税タリフ番号の第四分類・第六種に基づく住居引越しで地位に

相当の数量における、あるいは一件二台以下における個人使用のための輸入の場合。 

 三・三、関税タリフ番号の第四分類・第一〇種に基づくタイ国が国連機関に対して有する義務

事項、もしくは国際法、または国際条約による特権、あるいは友好的に相互になされる外交上の

特権を得た輸入の場合。 

 三・四、関税タリフ番号の第四分類・第一七種に基づく国際会議での使用のための、相当量で

の輸入の場合。 

 三・五、仏暦二五一四年石油法令に基づく委員会が石油事業に必要だとして承認を命じた輸入

の場合。 

 ここに仏暦二五五〇年（西暦二〇〇七年）一〇月二日より施行する。 

 

 仏暦二五五〇年九月一三日告示 

           （おわり） 
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